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(57)【要約】
【課題】膨張機による回収動力の減少を抑えつつ、散水
による冷却能力を向上させて、効率のよい運転を行うこ
とができる冷凍サイクル装置等を提供する。
【解決手段】冷媒を圧縮する第１圧縮機１と、冷媒を減
圧および膨張し、膨張に係る動力を回収する膨張機６と
、膨張機６が回収した動力で駆動し、第１圧縮機１の圧
縮に係る冷媒をさらに圧縮して主放熱器４に送る第２圧
縮機と、第１圧縮機が圧縮した冷媒を冷却する中間冷却
器３および第２圧縮機が圧縮した冷媒を冷却して膨張機
６に送る主放熱器４を有する熱交換器と、膨張機６から
の減圧に係る冷媒を加熱する室内熱交換器４１、４２と
、中間冷却器３および主放熱器４の外表面に散水するた
めの散水装置３００とを備え、散水装置３００は、伝熱
面積あたりの散水量が、中間冷却器３の方が主放熱器４
よりも多くなるように散水する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　冷媒を圧縮する第１圧縮機と、
　冷媒を減圧および膨張し、膨張に係る動力を回収する膨張機と、
　該膨張機が回収した動力で駆動し、前記第１圧縮機の圧縮に係る冷媒をさらに圧縮する
第２圧縮機と、
　前記第１圧縮機が圧縮した冷媒を冷却する中間冷却器および該第２圧縮機が圧縮した冷
媒を冷却して前記膨張機に送る主放熱器を有する熱交換器と、
　前記膨張機からの減圧に係る冷媒を加熱する蒸発器と、
　前記中間冷却器および前記主放熱器の外表面に散水するための散水装置とを備え、
　前記散水装置は、伝熱面積あたりの散水量が、前記中間冷却器の方が前記主放熱器より
も多くなるように散水することを特徴とする冷凍サイクル装置。
【請求項２】
　前記散水装置は、前記中間冷却器の外表面のみを散水するようにすることを特徴とする
請求項１に記載の冷凍サイクル装置。
【請求項３】
　前記冷媒に二酸化炭素を含むことを特徴とする請求項１または２に記載の冷凍サイクル
装置。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれかに記載の冷凍サイクル装置を構成する各手段を、
　空調対象空間の冷房または暖房を行う室内ユニットと、
　前記冷媒を循環させて、該室内ユニットに前記冷房または暖房を行わせるための熱量に
係る供給を行う室外ユニットとに分けて備えることを特徴とする空気調和装置。
【請求項５】
　冷房運転時のみ、第２圧縮機を駆動することで中間冷却器と主放熱器とに分かれて熱交
換することを特徴とする請求項４に記載の空気調和装置。
【請求項６】
　冷房運転時のみ前記散水装置から散水することを特徴とする請求項４または５に記載の
空気調和装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超臨界状態となる流体を冷媒とする冷凍サイクル装置等に関するものである
。特に膨張機を利用する冷凍サイクル装置、空気調和装置の構成に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、超臨界状態となる流体を冷媒とし、膨張機を利用する冷凍サイクル装置として、
熱源側熱交換器もしくは負荷側熱交換器の一部の表面に水を散布し、ＣＯＰ（Coefficien
t of Performance ：エネルギ消費効率）を向上させるものがある。
【０００３】
　例えば、圧縮機、流路切換え手段、熱源側熱交換器、負荷側熱交換器が接続されて冷媒
回路を構成し、熱源側熱交換器の一部または負荷側熱交換器の一部の表面に散水する散水
装置を備える冷凍サイクル装置がある。そして、圧縮機が吐出する高圧冷媒が通過する熱
源側熱交換器または負荷側熱交換器の一部に水を散布（散水）できるようにしている（例
えば特許文献１参照）。
【０００４】
　このため、空気調和装置として適用した場合、冷房運転において、熱源側熱交換器の出
口部分において散水することにより冷媒を冷却することで、冷媒の温度を低下させること
ができる。そして、負荷側熱交換器となる蒸発器内のエンタルピー差を拡大することで性
能を向上させることができる。
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【０００５】
　また、膨張機を用いる冷凍サイクル装置の他の例として、水を散布する散水手段を備え
、冷凍サイクル装置のＣＯＰを向上させるものがある。
【０００６】
　例えば、圧縮機、熱源側熱交換器、膨張機および負荷側熱交換器を接続して冷媒回路を
構成する冷凍サイクル装置では、熱源側熱交換器は室外に配置され、室外空気と冷媒とを
熱交換させるようにしている。一方、負荷側熱交換器は室内に配置されて室内空気と冷媒
とを熱交換させるようにしている。そして、熱源側熱交換器を放熱器として利用する冷房
運転において、散水手段が熱源側熱交換器の表面全体に散水するものである（特許文献２
参照）。
【０００７】
　冷房運転において、冷媒側の放熱を行う熱源側熱交換器に散水すると、水は冷媒から吸
熱して蒸発する。したがって、冷媒からの放熱量を水の蒸発潜熱分だけ増加させることが
でき、負荷側熱交換器へ送られる冷媒のエンタルピを低減することができる。また、水の
散布量を調整することで過剰な散水を抑制している。
【特許文献１】特開２００６－３０８１６６号公報（請求項１１、図５等）
【特許文献２】特開２００６－１６２２２６号公報（請求項１等）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　例えば、第１圧縮機のほかに、膨張機が回収した動力で冷媒を圧縮する第２圧縮機を有
し、また、第１圧縮機から吐出された冷媒を冷却する中間冷却器と第２圧縮機から吐出さ
れた冷媒を冷却する主放熱器とで熱源側熱交換器を構成する冷凍サイクル装置がある。こ
のような冷凍サイクル装置において、熱源側熱交換器の出口側となる主放熱器のみに水を
散布すると、膨張機入口と出口の圧力差が小さくなるため、膨張機で回収できる動力が減
少する。したがって、特許文献１のような構成では、膨張機が回収する動力が低下して第
２圧縮機の圧縮仕事が低下してしまう。また、特許文献２のように熱源側熱交換器の全面
に水を散布するような場合、膨張機において回収する動力を維持するために散水量を調整
すると、散水による熱源側熱交換器の冷却能力を向上させる効果が減少する。
【０００９】
　本発明は上記のような従来の課題を解決するためになされたもので、膨張機による回収
動力を利用して二段圧縮を行う冷凍サイクル装置において、膨張機による回収動力の減少
を抑えつつ、散水による冷却能力を向上させて、効率のよい運転を行うことができる冷凍
サイクル装置等を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の冷凍サイクル装置は、冷媒を圧縮する第１圧縮機と、冷媒を減圧および膨張し
、膨張に係る動力を回収する膨張機と、膨張機が回収した動力で駆動し、第１圧縮機の圧
縮に係る冷媒をさらに圧縮する第２圧縮機と、第１圧縮機が圧縮した冷媒を冷却する中間
冷却器および第２圧縮機が圧縮した冷媒を冷却して膨張機に送る主放熱器を有する熱交換
器と、膨張機からの減圧に係る冷媒を加熱する蒸発器と、中間冷却器および主放熱器の外
表面に散水するための散水装置とを備え、散水装置は、伝熱面積あたりの散水量が、主放
熱器よりも中間冷却器の方が多くなるように散水する。
【発明の効果】
【００１１】
　この発明は、熱源側熱交換器に対する伝熱面積あたりの散水量を、主放熱器よりも中間
冷却器の方が多くなるようにすることで、特に中間冷却器において、冷媒は空気と蒸発す
る水の潜熱に放熱することができるため、放熱効果を高めることができる。したがって、
膨張機の回収する動力の低下を抑え、第２圧縮機の冷媒圧縮に係る圧力の低下を抑えつつ
、一方で、第１圧縮機の冷媒圧縮に係る圧力を低下させることができるため、第１圧縮機
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の電動機入力を低減可能で、省エネルギ化を図ることができる冷凍サイクル装置を提供す
ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
実施の形態１．
　以下、本発明の実施の形態１による冷凍サイクル装置について説明する。
　図１は本発明の実施の形態１に係る冷凍サイクル装置を示す模式図である。本実施の形
態では、冷凍サイクル装置を、冷暖房を行うことができる空気調和装置に適用した場合に
ついて説明する。図１において、本実施の形態に係る冷凍サイクル装置は、熱源側ユニッ
トである室外ユニット１００、負荷側ユニットである室内ユニット２００を有する。そし
て、室外ユニット１００、室内ユニット２００を構成する各手段を配管６１、６２等によ
り配管接続し、冷媒回路を構成する。冷媒回路内部には、例えば臨界温度（約３１℃）以
上で超臨界状態となる自然冷媒の二酸化炭素を冷媒として封入している。ただし、冷媒は
二酸化炭素に限定するものではなく、特に超臨界状態となる冷媒であればよい。ここで、
冷媒回路における圧力の高低については、基準となる圧力との関係により定まるものでは
なく、圧縮機等の圧縮（加圧）、冷媒流量制御等による減圧によりできる相対的な圧力と
して表すものとする。また、温度の高低についても同様であるものとする。
【００１３】
　本実施の形態の室外ユニット１００は、ガス（気体）の冷媒を圧縮して加圧するための
第１圧縮機１を有する。また、四方弁２は、制御装置４００からの指示に基づいて、冷房
運転時と暖房運転時とにおける冷媒の流路を切り換える。四方弁２の第１口２ａは第１圧
縮機１の吐出側と、第２口２ｂは中間冷却器３の一端と、第３口２ｃは第１圧縮機１の吸
入側と、第４口２ｄは室内ユニット２００につながる配管６２の一端とそれぞれ接続され
ている。
【００１４】
　中間冷却器３および主放熱器（ガスクーラ）４は熱源側熱交換器となる。特に冷房運転
時には、中間冷却器３は第２圧縮機５の前段（冷媒の流れる方向に対して上流側）、主放
熱器４は第２圧縮機５の後段（冷媒の流れる方向に対して下流側）に位置し、例えば室外
空気との熱交換により冷媒を冷却する。一方、暖房運転時には、中間冷却器３と主放熱器
４とは直列での配管接続となるため、機能的に一体となって冷媒を蒸発させる。ここで、
本実施の形態では、室外ユニット１００内において、鉛直方向に対して中間冷却器３を上
側、主放熱器４を下側となるように設けているものとする。そのため、後述するように、
熱源側熱交換器の上部（冷房運転時における冷媒流入側）となる中間冷却器３に散水する
ことで、主として中間冷却器３に散水されることになり、散水された水の一部が主放熱器
４に落下して散布されることになる。そのため、本実施の形態では、中間冷却器３、主放
熱器４に散水される。
【００１５】
　また、膨張機６は、冷媒を減圧してガス、液による気液二相状態の湿り蒸気とするもの
である。そして、減圧する行程において、冷媒が有する内部エネルギを動力として回収す
る。第２圧縮機５は、膨張機６と同軸で接続し、膨張機６が回収した動力で駆動する。吸
入配管１６は主放熱器４で冷却された冷媒を膨張機６へ導くための配管である。電子膨張
弁１７は開度変更可能であり、吸入配管１６を通過する冷媒を減圧する手段となる。
【００１６】
　吐出配管１３は膨張機６から流出した冷媒を導くための配管である。開閉弁１４は吐出
配管１３における冷媒の通過、遮断を行うための手段である。吐出配管１１は第２圧縮機
５が吐出し冷媒を主放熱器４に導くための配管である。逆止弁１２は吐出配管１１の冷媒
の流れる方向を規定するために設ける。配管９は、暖房運転時に中間冷却器３に冷媒を導
くための配管である。電子膨張弁１０は開度変更可能であり、配管９を通過する冷媒を減
圧する手段となる。
【００１７】
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　配管７は暖房運転時に主放熱器４で蒸発された冷媒を第１圧縮機１の吸入側に導く。開
閉弁８は配管７における冷媒の通過、遮断を行うための手段である。バイパス配管１８は
暖房運転時において膨張機６に冷媒を通過させず、バイパスさせるための配管である。開
閉弁１５はバイパス配管１８における冷媒の通過、遮断を行うための手段である。また、
特に図示をしていないが、外気を強制的に中間冷却器３、主放熱器４の外表面に送風する
ための送風機を設けるようにしてもよい。このとき、散水装置３００による散水を妨げな
いようにする。
【００１８】
　一方、室内ユニット２００は、熱交換対象と冷媒との熱交換を行う負荷側熱交換器であ
る室内熱交換器４１、４２を有している。また、室内熱交換器４１、４２をそれぞれ通過
させる冷媒量を調節し、また、冷媒を減圧する手段となる電子膨張弁４３、４４を有して
いる。室内熱交換器４１、４２の一端は集約されて、配管６２を介して室外ユニット１０
０と接続される。また、他端は電子膨張弁４３、４４を介して集約されて配管６１を介し
て室外ユニット１００と接続される。ここで、本実施の形態では、室内熱交換器４１、４
２を２台とし、室内ユニット２００を構成しているが、１台あるいは３台以上としてもよ
い。また、室内空気を強制的に室内熱交換器４１、４２の外表面に送風するため送風機を
設けるようにしてもよい。
【００１９】
　また、室外ユニット１００には、冷房運転時にのみ熱源側熱交換器（中間冷却器３、主
放熱器４）の外表面の上部に水を散布する手段となる散水装置３００を設けている。本実
施の形態では散水ノズル２１、散水管２２、ポンプ２３、開閉弁２４、ドレンパン２５、
給水管２６および流量調整弁２７で散水装置３００を構成する。
【００２０】
　ドレンパン２５は、散水するための水を溜め、また、熱源側熱交換器（中間冷却器３、
主放熱器４）の外表面で蒸発しなかった水を受けて回収するために設置する。
【００２１】
　給水管２６は、ドレンパン２５に水を供給するための配管である。また、開閉弁２４は
、給水管２６における水の通過、遮断を行うための手段である。ドレンパン２５と給水管
２６とは、ドレンパン２５の底部を開口し、給水管２６の一端と接続している。ここで、
ドレンパン２５には、例えば水位検知器（図示せず）を設けており、水位検知器の検知に
基づいて、例えば制御装置４００がドレンパン２５の水位を判断する。水位があらかじめ
定めた下限より低いと判断した場合には開閉弁２４を開き、ドレンパン２５に水を供給す
る。一方、水位があらかじめ定めた上限より高いと判断した場合には開閉弁２４を閉じ、
水の供給を停止する。
【００２２】
　散水管２２は、熱源側熱交換器（中間冷却器３、主放熱器４）の外表面の上部に水を散
布するための散水ノズル２１に水を供給する。ポンプ２３は、ドレンパン２５に溜まった
水を散水管２２を介して散水ノズル２１へ圧送する。ポンプ２３とドレンパン２５とは、
ドレンパン２５の底部を開口し、ポンプ２３の吸入側の配管の一端と接続している。流量
調節弁２７は散水ノズル２１に供給する水の量を調節する。流量調節弁２７の開度は、第
１圧縮機１の吐出温度を検知する温度センサ７１の検知に係る温度に応じて制御装置４０
０が変更する。
【００２３】
　上記のように構成した冷凍サイクル装置の運転動作を冷媒の循環に基づいて説明する。
図２は暖房運転の場合の冷媒の循環経路を表す図である。また、図３は暖房運転の場合の
冷媒の状態を表すＰ－ｈ線図である。
【００２４】
　暖房運転を行う際には、制御装置４００は、室外ユニット１００が有する四方弁２につ
いて、第１口２ａと第４口２ｄとが連通し、第２口２ｂと第３口２ｃとが連通するように
切替させる（図２中実線）。また、開閉弁１５および８を開放させ、電子膨張弁１０を全
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開させ、吸入配管１６中の電子膨張弁１７を全閉させる。さらに、逆止弁１２および開閉
弁１４は閉止させる。ここで、暖房運転時には、散水は行わないため、散水装置３００の
ポンプ２３は停止させておく。
【００２５】
　このような状態において、第１圧縮機１により吐出された高温のガス冷媒（状態Ｂ）は
、四方弁２の第１口２ａから第４口２ｄを通り、接続する配管６２を通って室内ユニット
２００に流入する。そして、室内ユニット２００の室内熱交換器４１、４２に流入した高
温のガス冷媒は、室内送風機４５によって室内熱交換器４１、４２へ送り込まれた被加熱
媒体（熱交換対象）である室内空気に放熱する。放熱により加熱された室内空気は空調対
象空間である室内を暖房する。
【００２６】
　一方、室内熱交換器４１、４２において放熱した冷媒は、冷却、液化して低温の冷媒（
状態Ｃ）となる。さらに電子膨張弁４３、４４で減圧され、低圧低温の気液二相冷媒（状
態Ｄ）となり、接続する配管６１を通って室外ユニット１００に流入する。
【００２７】
　室外ユニット１００に流入した気液二相冷媒は、開閉弁１５を通過した後、主放熱器４
と電子膨張弁１０を介して中間冷却器３とに流入する。主放熱器４に流入した気液二相冷
媒は、室外の空気との間で熱交換を行い、室外の空気から吸熱し、蒸発して気化する。主
放熱器４を流出した低圧のガス冷媒は、開閉弁８を通過して四方弁２の第２口２ｂに流入
する。一方、中間冷却器３に流入した気液二相冷媒も、蒸発して気化し、主放熱器４から
流出した低圧のガス冷媒と合流する。四方弁２を通過したガス冷媒（状態Ａ）は第１圧縮
機１の吸入側に戻る。
【００２８】
　図４は冷房運転の場合の冷媒の循環経路を表す図である。また、図５は冷房運転の場合
の冷媒の状態を表すＰ－ｈ線図である。次に冷房運転を行う場合について説明する。
【００２９】
　冷房運転を行う際には、制御装置４００は、室外ユニット１００が有する四方弁２につ
いて、第１口２ａと第２口２ｂとが連通し、第３口２ｃと第４口２ｄとが連通するように
切替させる（図４中実線）。また、開閉弁１５および８を閉止させ、電子膨張弁１０を全
閉させる。さらに、逆止弁１２および開閉弁１４は開放させる。冷房運転時は、場合によ
って散水を行うため、散水装置３００のポンプ２３が駆動するようにしておく。
【００３０】
　このような状態において、第１圧縮機１により吐出された高温中圧のガス冷媒（状態Ｂ
）は、四方弁２の第１口２ａから第２口２ｂを通過する。そして、中間冷却器３に流入し
て被加熱媒体に放熱することで若干温度が下がった冷媒（状態Ｃ）は、第２圧縮機５に吸
入される。膨張機６が回収した動力で駆動する第２圧縮機５により吐出された冷媒は、第
１圧縮機１に吐出された圧力よりさらに高い圧力に昇圧される。第２圧縮機５で昇圧され
た高温高圧の冷媒（状態Ｄ）は、逆止弁１２を通過し、主放熱器４でも被加熱媒体に放熱
し、冷却、液化する（状態Ｅ）。
【００３１】
　ここで、冷房運転の場合、熱源側熱交換器（中間冷却器３、主放熱器４）においては、
空気と共に、散水装置３００による水を、冷媒との熱交換を行う被加熱媒体とする。散水
装置３００は中間冷却器３の外表面へ散水する。このため、主放熱器４よりも上側にある
中間冷却器３の外表面に散布された水は、冷媒によって加熱され、その熱量を蒸発潜熱と
して取り入れて蒸発する。その結果、中間冷却器３において、冷媒は被加熱媒体である空
気と、散布された水の双方に放熱することになる。中間冷却器３における冷媒の加熱によ
り蒸発せずに液滴として落下する水は、主放熱器４上に落下し、主放熱器４における冷媒
の加熱により一部が蒸発する。主放熱器４においても蒸発しなかった水はドレンパン２５
に落下する。
【００３２】
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　一方、主放熱器４において冷却された液冷媒は、電子膨張弁１７を通過して、膨張機６
に流入する。膨張機６により減圧されて気液二相状態の湿り蒸気の冷媒（状態Ｆ）となる
。このとき、膨張機６では、減圧に係る冷媒の内部エネルギーを回収して、第２圧縮機５
の動力となるように変換する。
【００３３】
　膨張機６で減圧された二相冷媒は、開閉弁１４、接続する配管６１を通過して、室内ユ
ニット２００に流入する。室内ユニット２００に流入した二相冷媒は、電子膨張弁４３、
４４により各室内熱交換器４１、４２に略均一に分配される。室内熱交換器４１、４２に
流入した気液二相冷媒は、室内送風機４５によって室内熱交換器４１、４２へ送り込まれ
た被加熱媒体（熱交換対象）である室内空気から吸熱する。吸熱により冷却された室内空
気は空調対象空間である室内を冷房する。
【００３４】
　室内熱交換器４１、４２を流出して合流した低温低圧のガス冷媒（状態Ａ）は、接続す
る配管６２を通過して室外ユニット１００に流入する。室外ユニット１００では、四方弁
２の第４口２ｄから第３口２ｃを経て、第１圧縮機１の吸入側へ戻る。
【００３５】
　図６は冷凍サイクル装置において、散水装置３００から水を散布しない場合（散水なし
）、熱源側熱交換器（中間冷却器３、主放熱器４）の外表面全体に水を散布した場合（散
水形態１）、熱源側熱交換器（中間冷却器３、主放熱器４）の外表面上部に水を散布した
場合（散水形態２）の、ある状態を比較するためのＰ－ｈ線図を表す図である。
【００３６】
　上記の冷凍サイクル装置においては、散水装置３００によって冷房運転時に熱源側熱交
換器（中間冷却器３、主放熱器４）の外表面上部に水を散布する。そして、本実施の形態
では、特に中間冷却器３において冷媒の冷却効果を高めるようにすることで、冷房運転時
のＣＯＰの改善を図ることができる。
【００３７】
　例えば、中間冷却器３および主放熱器４に水を散布しない場合（散水なし）においては
、冷媒は、第１圧縮機１の圧縮により冷媒がＡ点の状態からＢ点（例えば８．６ＭＰａ）
の状態となる。そして、中間冷却器３における放熱によりＣ点の状態となる。ここで、Ｃ
点における冷媒の温度は、被加熱対象である室外空気の温度と中間冷却器３と主放熱器４
との放熱能力比によって決まる。室外空気の温度を約３５℃（夏期における室外空気の一
般的温度）として、中間冷却器３と主放熱器４の放熱能力比を１：１とすると、Ｃ点にお
ける冷媒の温度は約４０℃となる。その後、膨張機６が回収した動力で駆動する第２圧縮
機５の圧縮によりＤ点（例えば９．５ＭＰａ）の状態となる。そして、主放熱器４におけ
る放熱によりＥ点の状態となる。
【００３８】
　一方、熱源側熱交換器（中間冷却器３、主放熱器４）の外表面全体に水を散布した場合
（散水形態１）では、中間冷却器３、主放熱器４の全体において、まんべんなく、散水装
置３００による水が蒸発潜熱として吸熱することで冷媒の放熱効果を高めている。第１圧
縮機１の圧縮により冷媒がＡ点の状態からＢ１点（例えば７．７ＭＰａ）の状態となる。
そして、中間冷却器３における放熱によりＣ１点の状態となる。ここで、中間冷却器３に
水を散布しているために、中間冷却器３において冷媒の冷却に係る圧力が低くなる。この
中間冷却器３の冷却に係る圧力を中間圧とする。その後、第２圧縮機５の圧縮によりＤ１
点（例えば８．１ＭＰａ）の状態となる。また、主放熱器４における放熱によりＥ１点の
状態となる。ここで、主放熱器４においても、散水効果により冷却する圧力が低くなる。
この主放熱器４の冷却に係る圧力を高圧とする。
【００３９】
　次に熱源側熱交換器（中間冷却器３、主放熱器４）の外表面上部に水を散布した場合（
散水形態２）では、特に中間冷却器３において放熱効果を高めている。第１圧縮機１の圧
縮により冷媒がＡ点の状態からＢ２点（例えば７．７ＭＰａ）の状態となる。そして、中
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間冷却器３における放熱によりＣ２点の状態となる。ここでも、中間冷却器３に水を散布
しているために中間圧が低くなる。その後、第２圧縮機５の圧縮によりＤ２点（例えば８
．６ＭＰａ）の状態となる。また、主放熱器４における放熱によりＥ２点の状態となる。
このように、主放熱器４においては、散水なしの場合に比べると散水により高圧が低くな
るが、熱源側熱交換器（中間冷却器３、主放熱器４）の外表面全体に散水する散水形態１
に比べると低下の程度は小さくなる。
【００４０】
　図７は熱源側熱交換器の伝熱面積あたりの散水量Ｑｗと中間圧との関係を示す図である
。図７に示すＢ点、Ｂ１点、Ｂ２点は、図６のＢ点、Ｂ１点、Ｂ２点にそれぞれ対応する
。
【００４１】
　図７より、散水形態１において、Ｂ１点での散水量Ｑｗは、約６．８ｍｌ／ｍｉｎ／ｍ
2 であり、このときの中間圧は約７．７ＭＰａである。これに対して、散水形態２におい
て、Ｂ２点での散水量Ｑｗは、約３．４ｍｌ／ｍｉｎ／ｍ2 であり、このときの中間圧は
約７．７ＭＰａである。これは、散水形態２のように、熱源側熱交換器のうち、上部に位
置する中間冷却器３に散水することにより、熱源側熱交換器における伝熱面積あたりの散
水量を、散水形態１のように全体に散水する場合に対して約半分にしても中間圧はほぼ等
しくなることを示している。したがって、中間冷却器３への散水量を主放熱器４よりも多
くしても（主放熱器４の散水量が少なくても）、中間圧はほとんど変化しない。
【００４２】
　図８は熱源側熱交換器の伝熱面積あたりの散水量Ｑｗと膨張機６による回収動力との関
係を示す図である。図８に示すΔＨは散水なしの場合、ΔＨ１は散水形態１の場合、ΔＨ
２は散水形態２の場合の膨張機６の動作点における回収動力を表している。
【００４３】
　図８に示すように、散水なしの場合における回収動力ΔＨに比べ、伝熱面積あたりの散
水量Ｑｗが増加するにつれて回収動力は低下する。これは、主放熱器４における放熱する
熱量が増加することで高圧が低下し、膨張機６における圧力差（例えばＥ点―Ｆ点）が小
さくなるためである。散水形態１と散水形態２との関係では、散水形態１の方が主放熱器
４の散水による放熱効果が高くなるため、高圧が低下し、ΔＨ２＞ΔＨ１となる。また、
第２圧縮機５による昇圧量（例えばＤ点―Ｃ点）は、駆動力となる膨張機６の回収する動
力に比例する。
【００４４】
　以上のことから、散水形態１と散水形態２における中間圧はほぼ変わらないので、散水
形態２のように、熱源側熱交換器の伝熱面積あたりの散水量Ｑｗを散水形態１のおよそ半
分にし、また、中間冷却器３よりも伝熱面積あたりの散水量Ｑｗを少なくすることによっ
て主放熱器４の放熱効果を小さくするようにする。これにより、散水形態１に比べ、膨張
機６の回収動力の低下を小さくすることができ、さらに第２圧縮機５による昇圧量の低下
を小さくすることができる。
【００４５】
　ここで、中間圧と高圧とは、中間冷却器３、主放熱器４における凝縮能力と、第２圧縮
機５の昇圧量とのバランスによって定まる。散水形態２では、散水形態１よりも主放熱器
４における散水量が減少するため、主放熱器４において冷媒を冷却する能力は低くなる。
ただ、第２圧縮機５の昇圧量が大きくなるため、中間冷却器３における中間圧は、散水形
態１と散水形態２とにおいてほぼ等しくなる。
【００４６】
　また、熱源側熱交換器（中間冷却器３、主放熱器４）の外表面下部（冷媒出口部）のみ
に散水し、主放熱器４の放熱効果を高めようとする場合、中間冷却器３において散水によ
る放熱効果を得られない。また、高圧の低下により膨張機６の回収動力が低下するため、
図７のＢ３点に示すように中間圧が高くなる。
【００４７】
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　以上のように、実施の形態１の冷凍サイクル装置によれば、散水装置３００により中間
冷却器３に散水するようにしたので、散水しない場合に比べて第１圧縮機１の吐出圧力（
中間圧）を低下させることができるので、第１圧縮機１の電動機の入力を低減することが
できる。また、冷媒を有効に冷却することができる。一方、主放熱器４における伝熱面積
あたりの散水量を中間冷却器３における散水量よりも少なくなるようにしたので、主放熱
器４における冷媒の冷却能力を中間冷却器３における冷却により補いつつ、膨張機６にお
ける回収動力を高めることができ、第２圧縮機５による昇圧量の低下を小さくすることが
できる。そのため、冷凍サイクル装置全体としてＣＯＰを向上させることができる。
【００４８】
　また、本実施形態によれば、散水装置３００で熱源側熱交換器（中間冷却器３、主放熱
器４）の外表面上部に水を散布する（主に中間冷却器３に散水する）ことで、中間冷却器
３と主放熱器４との外表面全体に水を散布する場合と同等の効果を得ることができるため
、散水に必要な水の使用量を低減させることができる。
【００４９】
　さらに、本実施形態の冷凍サイクル装置によれば、散水装置３００による水の使用量を
低減できるため、散水装置３００のポンプ２３で消費される動力を低減でき、冷凍サイク
ル装置の電力使用量を低減して、例えば冷房運転時のＣＯＰ等を向上させることが期待で
きる。
【００５０】
　そして、本実施形態の冷凍サイクル装置によれば、第１圧縮機１の吐出温度センサ７１
によって、散水装置３００の流量調節弁２７の開度を調節している。したがって、吐出温
度に応じた中間圧となるように中間冷却器３への水の散布量を調節して、膨張機６による
回収動力を維持することができる。これによって、冷房運転時におけるＣＯＰを向上させ
ることができる。
【００５１】
　また、本実施形態の冷凍サイクル装置によれば、散水装置３００による水の使用量を低
減できるため、散水装置３００のポンプ２３を使用せずに、水道から導かれる水圧により
散水するようにしてポンプ２３を省略することもできる。このときには、さらに電力使用
量を低減することができる。また、冷媒に自然冷媒である二酸化炭素を用いることで、フ
ロン等を使用せずにすみ、環境への負荷を低減させることができる。
【００５２】
実施の形態２．
　上記の実施の形態１のほかにも本発明は、以下のようにしてもよい。
【００５３】
　例えば、実施の形態１では、中間冷却器３を上段、主放熱器４を下段の構成とした。し
かしながら、主放熱器４を上段、中間冷却器３を下段に配置して、中間冷却器３、主放熱
器４の外表面下部に散水するようにして、中間圧を低下させるようにしてもよい。また、
中間冷却器３を水を散布する外側、主放熱器４を内側として、中間冷却器３と主放熱器４
を並列に配置するようにしてもよい。例えばこのような配置を行い場合には、中間冷却器
３のみに散水がなされる。
【００５４】
　また、実施の形態１では、第１圧縮機１の吐出温度センサ７１に基づいて、制御装置４
００が散水装置３００の流量調節弁２７の開度を調節するようにしている。しかしながら
、これに限定するものではなく、例えば第１圧縮機１が吐出する冷媒の圧力、第２圧縮機
５における冷媒の吸入温度、第２圧縮機５における吸入圧力等を検知するセンサ(検知手
段)を設ける。そして、これらのセンサの検知に係る物理量の値に基づいて、散水装置３
００の散水量を調節するようにしてもよい。
【００５５】
　さらに、実施の形態１においては、中間圧をおよそ７．７ＭＰａとしている。しかしな
がら、この圧力は特に好適な中間圧を意味するものであり、中間圧をこの値に限定するも
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のではない。例えば８．５ＭＰａとしてもよい。
【００５６】
　さらに、実施の形態１では、冷房運転時のみ、膨張機６に冷媒を流入させて動力を回収
するようにしているが、これに限定するものではなく、暖房運転時においても膨張機６で
動力を回収するようにしてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００５７】
　以上説明したように、本発明は、冷媒を超臨界状態まで圧縮して冷凍サイクルを行う冷
媒回路を備えた冷凍サイクル装置に関して有用である。上述の実施の形態では、冷凍サイ
クル装置を空気調和装置に適用した場合について説明したが、冷凍倉庫内等を冷却する冷
凍装置に適用することもできる。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
【図１】実施形態１に係る冷凍サイクル装置の冷媒回路図である。
【図２】実施形態１の装置の暖房運転時における冷媒の流れを示す冷媒回路図である。
【図３】実施形態１の装置の暖房運転時における冷媒の状態を表すＰ－ｈ線図である。
【図４】実施形態１の装置の冷房運転時における冷媒の流れを示す冷媒回路図である。
【図５】実施形態１の装置の冷房運転時における冷媒の状態を表すＰ－ｈ線図である。
【図６】冷凍サイクル装置における散水形態の比較を表すＰ－ｈ線図である。
【図７】伝熱面積あたりの散水量Ｑｗと中間圧との関係を示す図である。
【図８】伝熱面積あたりの散水量Ｑｗと膨張機６の回収動力との関係を示す図である。
【符号の説明】
【００５９】
　１　第１圧縮機、２　四方弁、３　中間冷却器、４　主放熱器、５　第２圧縮機、６　
膨張機、７、９　配管、８，１４，１５，２４　開閉弁、１０，１７，４３，４４　電子
膨張弁、１１，１３　吐出配管、１２　逆止弁、１６　吸入配管、１８　バイパス配管、
２１　散水ノズル、２２　散水管、２３　ポンプ、２５　ドレンパン、２６　給水管、２
７　流量調節弁、４１，４２　室内熱交換器、４５　室内送風機、６１，６２　配管、７
１　温度センサ、１００　室外ユニット、２００　室内ユニット、３００　散水装置、４
００　制御装置。
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